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第５位

 

交付金

1,397

100.0%

損 失 補 償貸　　付　　金 債 務 保 証

30,909,223

100,000

0

30,809,223

※備考欄は道の出資等順位が６位以下の場合に道の順位等を記載すること

5,009,447

30,909,223

30,809,223

18,121,755Ｒ４年度予算（限度額）

負担金

100,000

 道 出 資 等分

遊休財産等

 

特別法人

調書作成
責　任　者

一　般　職

野村　聡

100,000

基本財産等

(千円)

令和４年６月１日現在

011-221-2052 011-210-4522 hokkaido.tkk.soumu@t-kosya.or.jp

令 和 ４ 年 度 関 与 団 体 点 検 調 書

団体名

①土地の取得、造成、その他の管理及び処分に関する業務
②工業用地及び流通業務団地等の造成事業並びに造成地の賃貸事業に関する業務
③国、地方公共団体その他公共的団体からの委託による土地の取得のあっせん、調査、測量その他これらに類する業務

札幌市

　「公有地の拡大の推進に関する法律」（昭和４７年６月１５日法律第６６号。以下「公拡法」という。）の施行に伴い、公共用地等の先行取
得等を目的に北海道が全額出資し、設立した。

計

その他

基 金 合 計

100.00%

379

100,000

0

区　　　分 全　　　　体

団体番号

担当係又はグルー
プ名

内線番号

種別

継続

設
立
経
緯

北海道の総合開発に必要な公共用地、公有地等の取得、管理、処分等を行うことにより、地域の秩序ある整備と道民福祉の増進に寄与
することを目的とする。

設
立
目
的

新規・継続の別 　内線　29-136

総務課

職
員

管　理　職

E-mail

10

常 勤

3,234,510

100.0%

用地担当課長　荒木　政彦

建設部

北海道土地開発公社

100

用地指導係

設立（登記）年月日

う　ち
道派遣

区　　　　分

1

20 57

(開始日)

補助金等の
総額及び比率

S48.1.20

2

理事・取締役

うち道
退職者

https://ah107wknws.smartrelease.jp/demo/t-kosya_new/index.html

S48.1.20

(人)

役
員 監事・監査役

非常勤

出資・出えんの
日、金額及び比率

所在地

FAX

610

合計

61

事
業
内
容

それ以下060-0003 市町村名

道立施設の指定管理者業務
を行う場合はその施設の名称

－

人

道退職者・その他の別非常勤

基本財産等への出資状況

100.0%

勤務形態代表者 職名

中央区北３条西７丁目１番地　緑苑ビル３F

氏名

(Ｒ３決算)

連絡先

理事長

S48.1.20

その他

道の関与

(千円)

組
　
　
織

計 28

7

7

7

道職員の派遣
開始日・人数

ＵＲＬ

TEL

50.5%

3

う　ち
道兼職

1

100,000

出資・出えん者、金額及び比率

6

(千円)
筆　頭 北海道

6

192,728

22 第３位

第２位

 

道補助等

道予算額
うち一般財源（道債を含む）

155,391

備　考

第４位

利益額(千円)

Ｒ２年度末

当期利益

比率

100.00%

79,272

基本財産等の計に占める損失補償・債務保証総額の割合

1

－

Ｒ元年度末

 

100,000

Ｒ３年度末 -17,603

損失補償・債務保証総額

4,359

100,000

100,000

区分

18,121,755

区　　　　　　分

経費区分

補 助 金 等 総 額

補助金

委託料

5,093,078

累　　　計　　　額

79,272

85,028

4,359

道費の状況

Ｒ４年度

当初予算額

(千円)
Ｒ３年度末の債務残高
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団体名： ]

付表２

総　　　　　　　計

19,084,910

(0)

11,813,076

(0)

(0)

(0)

評価損益額合計
（Ｒ３年度末現在）

取得時期

(45,053)

3,817

随意契約

2,012

47,581

北海道土地開発公社貸付金（経済
部所管（石狩湾新港））

1

18
節

4

H20

H30

H13

H12

負
担
金

7

6

●

道単独事業用地管理費（用地管理
費）

3

H12

5

道単独事業用地対策費（北海道土
地開発公社貸付金）

北海道土地開発公社自主事業用
地対策費（公社自主事業用地資金
貸付金）

2,077,723

(0)

2 H2

Ｒ３節区分 令　  　和

２ 年 度

決  算  額

5,194,111
●

20

節

委
託
料 (一般財源)

(0) (0)

北海道土地開発公社自主事業用
地対策費（公社自主事業用地資利
子補給補助金）

45,970

●

[ 団体番号： 100 北海道土地開発公社

●

補
助
金

交
付
金

補助金等又は
貸付金の事業名

付表１

(一般財源)

整
理
番
号

開
始
年
度

12

節

道
立
施
設
の

管
理
運
営貸

付
金

9

令　  　和

元 年 度

決  算  額

●

北海道土地開発公社貸付金（経済
部所管（苫東））

●

償還時期

9,359,740

5,258,317

8 建設総務諸費（地共済負担金）
3,418

1

10

1計

4,145,986

補 助 金 等 比 率

委 託 料

貸　付　金

4,197,652

5,209,846

道 　の
財政的
関与の
状 　況
決算額

45,053

6,404,157

3,518

○

時価額合計
（Ｒ３年度末現在）

24,343,227

0

法人の当期支出総額

45,970

0

18,785,302

56.1%

18,421,032

49.8%

21,655,54222,982,954

3,234,510

(一般財源)

4,529,656

令　　　和

３　年　度

決  算  額

○

※一般財源については道債を含む額を記載

50%以上

(3,518)

補 助 金

負 担 金

8,420,720

3,183,411

(3,418) (3,817)

5,207,834

3

S50

H20

4

(千円)

0
(50,483) (51,666)

(千円)

※委託料については競争性のない随意契約の額のみを記載

補助金等合計

3,418

交 付 金

0

-

【仕組債の保有状況】　　※道から出えん等を受けている公益法人及び一般法人のみ記載すること。

（千円）

保有銘柄数
簿価額合計

（Ｒ３年度末現在）

公共用地受託事業

S49

石狩湾新港地域用地管理費（経済
部所管）

3,183,4114,147,865

50.5%

3,817

(47,581)

47,581

0

(2,012)

2,077,767

随意契約

4,894,213

(45,970)

45,053

0

●
(1,879)

●

●

3,518

2,077,810

1,879

(0)

11,813,322 11,813,566

(0)

21,655,542

(51,099)

22,982,95424,343,227
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団体名： ]

団体の適正運営　（株式会社は記載不要）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

年

年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

( ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

特にありません

（チェックポイント）

【

●公益法人においては、外部監査を導入若しくは公認会計士や税理士あるいは経理事務精通者を監事に選任しているか。

年【実施回数】

】

【指摘・指導事項とその対応】

★公益法人以外の法人においては、これに準じた取扱いに努めているか。

5

○　団体の最高決定機関や理事会は適正に運営されているか。

【 】

※「その他」欄にはその他に整備済の規程がある場合にその規程の名称をすべて記載すること

○　監査体制が整備され、適切に監査などが実施されているか。

土地開発推進委員会規程、理事会運営規程、組織規程、個人情
報保護規程、情報公開規程、福利厚生規程、社債発行規程、損失

補償規程、土地等管理処分規程、社印規程

月例監査１１回、定期監査２回、決算監査１回

付表２

★国又は道からの補助金等に係る団体が行う契約について、競争性・透明性を確保することを原則として道に準じた規定を整備する
　 など適正な契約事務の執行に努めているか。

（チェックポイント）

【

★入札の監視を行うための外部有識者や監査人等を委員とした入札監視委員会を設置するなど、入札の公正性、透明性、経済性を
　 確保するよう努めているか。

●通帳と印鑑を別々に管理するなど担当者の判断のみでは預金の出し入れができないような体制にしているか。
   また、日常的な資金管理に当たっては使途や目的が明らかでないものがあるなど必要以上に預金口座を設けていないか。

【開催回数】

●経理担当者以外の責任者が定期的又は随時に現金・預金の残高などを確認しているか。

●監事は最高決定機関や理事会への出席義務・報告義務（理事の不正行為や法令又は定款に違反する事実など）を果たしているか。

【実施方法】

（チェックポイント）

★公益法人以外の法人においては、これに準じた取扱いに努めているか。

●会計に関する規程や給与等に関する規程などを整備し、これに基づく手続きに従い適正に会計事務を執行しているか。

北海道土地開発公社

【整備済の規程】　※整備済の規程がある場合は□にレを記入すること

】

○　団体に必要な諸規程を整備し、これに基づき適正に業務を行っているか。

100

（チェックポイント）

★公益法人のうち、道が資本金等の２分の１以上を出えんしている法人は、役職員の報酬・退職金等について、地方公務員
　 （北海道職員等）の給与等の水準と比べて不当に高額に過ぎないよう留意するほか、役員の在任年齢に関する規程を整備するよう
　 努めているか。（役職員の報酬・退職手当等に関する規程の提出を求めること）

●交際費については、執行できる場合や限度額等を定めるとともに、飲食等のあった年月日、場所、相手方、人数を記載した書面に
　 より、必要な支出か否かを事前事後にチェックするシステムを構築しているか。

【開催回数】

○　出納事務等に係るチェック体制が整備されているか。

回開催

回開催

●社員総会や評議員会は、法令や定款に基づき、定期的に開催し、適正に運営されているか。
　 招集手続きや決議、議事録作成（署名・捺印を含む。）などを適正に行っているか。

●理事会は、法令や定款に基づき、定期的に開催し、適正に運営されているか。
　 招集手続きや決議、議事録作成（署名・捺印を含む。）などを適正に行っているか。

】

14

[ 団体番号：

【

★内部監査や部内検査は、適切に行われているか。

★道からの補助金等は、必要に応じ区分経理をするなど、出納の明確化に努めているか。

回実施

はい いいえ その他

はい いいえ その他

はい いいえ その他

役員報酬規程 職員給与規程 役職員退職手当規程

役員選任規程（役員の在任年

齢を規定したものを含む）

事務決裁規程 旅費規程 会計規程

契約に関する規程（入札に関す

る規定をしたものを含む）

就業規則

はい いいえ その他

文書管理規程 その他
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

（チェックポイント）

当該資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

○

○

※ 満期保有目的の債券：満期まで所有する意思をもって保有する社債その他の債券

その他資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明ら
かにするために必要な事項

○

●適切な会計基準を採用しているか。 【会計基準の名称】 土地開発公社経理基準要綱

【

●各支部の事業や会計を把握するとともに、支部までを含めた監事監査を実施しているか。

5

6

7

8

9

10

○

保証債務（債務の保証を主たる目的事業とする法人を除く。）等の偶発債務

11

12

13

】

○　支部を含めた内部統制機能の充実が図られているか。　※支部を有する団体のみ記載すること。

関連当事者との取引の内容

○

4

○

○

○

基金及び代替基金の増減額及びその残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

14

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

当該債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残
高

○

担保に供している資産

重要な会計方針の変更の理由及びその影響額

○

○　財務諸表（貸借対照表、正味財産増減計算書及びキャッシュフロー計算書）は真実な内容を明瞭に記載しているか。
　※道と連結決算の対象となる団体のみ記載すること。

●資産、負債については、法令や会計基準に則った評価を行っているか。

【

【財務諸表に対する注記】　　※直前の決算年度分

1

○

○

】

区　　　分

（チェックポイント）

重要な会計方針を変更した場合

備　　考

●会計処理の原則及び手続き並びに財務諸表の表示方法は、毎事業年度これを継続して適用し、みだりに変更していないか。

継続事業の前提に関する注記

はい

●財務諸表は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳された会計帳簿に基づいて作成されているか。

2

3

いいえ 該当なし

記載の有無

資産の評価基準及び評価方法、固定資産の減価償却方法、引当金の計上
基準等財務諸表の作成に関する重要な会計方針

○

固定資産について減価償却累計額を
直接控除した残額のみを記載した場合

債権について貸倒引当金を直接控除し
た残額のみを記載した場合

補助金等：補助金、負担金、利子補給金及びその他相当の反対給付を受けない給付金等（役務の対価としての委託費等は含まない。）

★公益法人以外の法人においては、これに準じた取扱いに努めているか。

○

重要な後発事象

関連当事者： (1) 当該法人を支配する法人、(2) 当該法人によって支配される法人、(3) 当該法人と同一の支配法人をもつ法人、
                   (4) 当該法人の役員又は評議員及びそれらの近親者

○

○

○

17

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲及び重要な非資金取引

16

15

重要な後発事象： 決算日後に発生し、当該事業年度の財務諸表には影響しないが、翌事業年度以降の法人の財政状態、経営
                         成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事象

はい いいえ その他

はい いいえ その他
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

★公益法人以外の法人においては、これに準じた取扱いに努めているか。

○1 定款

事業報告書又は営業報告書4

○

10

○

○9

○

職員の給与に関する情報 ○

○

※９及び１０については道が資本金等の1/4以上を出資又は出えんしている法人のみ記載すること

6

5

事業計画書

○役員の報酬・退職金の支給基準

7

8

○

○

3

○

●公益法人は、認定法に基づき、業務及び財務等に関する資料を事務所に備え置き、一般の閲覧に供しているか。

【

○　情報公開の内容が充実しているか。　

予算関係書類

○

★公益法人は、業務及び財務等に関する資料をインターネットにより、常に最新の状態で適切な時期に公開するよう努めているか。

2 ○

●公益法人は、認定法に基づき、役員報酬等の支給基準の公開、事務所への備え置きや閲覧への対応をしているか。

★道が資本金等の４分の１以上を出資又は出えんしている法人は、その職員数や給与に関する情報を公開するよう努めているか。

○決算関係書類（財務諸表）

○

★公益法人以外の法人は、業務及び財務等に関する資料の公開について公益法人に準じた取扱いに努めているか。

○

備　　　　　考

（チェックポイント）

　 公開内容（公表しているものに○印を付ける）

団体のホームページ

】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公開媒体
　公開情報

○

○

社員名簿（社団法人のみ）

役員名簿

主たる事務所への備え置き

職員数に関する情報

2
交換、受贈等によって取得した資産の取得価額は、取得時における公正な
評価額としているか。

○

3
受取手形、未収金、貸付金等の債権については、取得価額から貸倒引当金
を控除した額を貸借対照表価額としているか。

1 資産の貸借対照表価額は、取得価額を基礎として計上しているか。 ○

【資産の評価】　　※直前の決算年度分

区　　　分 備　　考はい いいえ 該当なし

8
資産の時価が著しく下落したときは、回復の見込みがあると認められる場合
を除き時価を貸借対照表価額としているか。（※減損処理→評価差額は正
味財産増減計算書に計上されているか。）

6
棚卸資産（商品、製品、仕掛品、半製品、原材料、貯蔵品など）については、
取得価額（時価が取得価額よりも下落した場合は時価）を貸借対照表価額と
しているか。

○

7

○ 著しく下落 … 帳簿価額から概ね50％を超えた場合

5
満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証
券のうち市場価格のあるものについては、時価を貸借対照表価額としている
か。

○

4
満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式については、取
得価額を貸借対照表価額としているか。 ○

子会社株式    … 議決権の過半数を保有している
                        場合の当該企業の株式
関連会社株式 … 議決権の20％以上50％以下を
                        保有している場合の当該企業
                        の株式

○

有形固定資産及び無形固定資産については、取得価額から減価償却累計
額を控除した価額を貸借対照表価額としているか。

○

はい いいえ その他
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

●財産の運用に関し、基本的な考え方や最高決定機関などを明確にした管理運用規程を策定しているか。

○　政治活動に関する寄附等は適切に取り扱われているか。

預貯金
（日常決済用の預貯金を除く）

（チェックポイント）

預貯金
（日常決済用の預貯金を除く）

●道の出えん等の運用は、安全、確実な方法、すなわち元本が確実に回収できるほか、固定資産としての常識的な運用益が
   得られ、又は利用価値を生ずる方法（例えば、国債、地方債、政府地方債など）で行っているか。

【

○　　財産（運用を目的とした債権及び預貯金）に関する安全な運用を徹底しているか。
　　※道から出えん等を受けている公益法人及び一般法人のみ記載すること。

備　　　考

●道から補助金等や出資・出えんを受けている関与団体は、政治資金規正法により政治活動に関する寄附が制限されていることに
　 留意しているか。

政治活動は実施していない。

運用収入

】

公共債

Ｒ　２　年　度

【

●金融機関の経営状況、各金融商品の性格やリスクなど、必要な情報を把握した上で財産の運用に当っているか。

Ｒ　３　年　度Ｒ　元　年　度

●既に安全、確実とはいえない方法により運用している場合は、金利や為替、債権等の市場動向、発行体の経営状況などを
 　常に把握し、途中売却の可能性などを検討しているか。（この場合、原則として、元本の毀損は避けること）。

単位：千円

★道の出えん等以外の財産の運用も、道の出えん等の運用に準じるなど慎重に行うよう努めているか。

公共債

預貯金
（日常決済用の預貯金を除く）

○　団体の適正運営に関し、改善が必要として指導等を行った場合には、その内容を記載すること。

（チェックポイント）

●政治団体の主催する政治資金パーティーのパーティー券の購入を自粛しているか。

運用方法
・　金　額

その他債権その他債権 その他債権

※公共債とは国債、地方債、政府保証債をいう。
※備考欄は運用方法の大幅な変更や運用収入の大幅な増減があった場合に記載すること。

公共債

】はい いいえ その他

はい いいえ その他
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団体名： ]

団体の健全経営

（

役員人件費比率

155,391

0.0%

役員平均年収

○　団体の健全経営に関し、改善が必要として指導等を行った場合（債務超過や借入金の大幅な増加など）には、その内容を
　　 記載すること

】

（理由、対応策）

正味財産増減額
※株式会社の場合は当期利益

固定費の経常費用に占める割合をい
う。この数字が高いということは効率的
な運営ができていないことを意味する。

※固定費とは人件費、地代家賃、水道
   光熱費、消耗品費、支払利息、減価
   償却費、リース料、設備費などをいう。

総資産に占める自己調達した資本の割
合を示す。法人の財務内容が安全かど
うかを知る上で重要な指数である。高
ければ高いほど良い。

⑥　人件費は抑制されて
　 　いるか？（対前年度比）

（チェックポイント）

●中長期の経営計画や改善計画などを策定し、団体の計画的な経営を行っているか。

182,082

70.9%68.1%

R２年度
人件費の合計額が経常費用に占める
割合を示す財務指標である。この人件
費率が大きければ大きいほど、法人に
とって人件費の負担が重いことを示し
ている。

短期負債と、これを返済するのに必要
な財源を比較する比率。比率が高い
ほど返済能力があり経営の安全が保
たれていることを表す。

R元年度

固定費

74.4%

199,080

流動比率

30,302,553

R元年度

人件費比率

人件費のうち何％が役員人件費に向け
られたかを示す。組織の効率性を見る
指標の一つである。

⑦　役員人件費は抑制されて
　　 いるか？（対前年度比）

特別損失（固定資産売却損）発生の
ため

（理由）※減少傾向または赤字の場合

-703,070

31,319,863

3.8%

（千円）

指　標　名

-37,337

-17,603
※公益法人については収支相償につい
　 ても留意すること

付表３

計　算　式　等

258,613

R元年度

[ 団体番号：

正味財産の増減（当期利益）は、法人の経
営状況を判断するうえで最も重視される数
字で、法人の事業が順調に運営されている
か否かを見る基本的指標であり、増加して
いることが望ましい。

北海道土地開発公社

4.3%

安
全
性
・
健
全
性

３年度
（対前年比）

34,394,724

80.1%

31,144,823

R２年度 R３年度R元年度

R元年度

自己資本比率＝正味財産/総資産（資産）×１００
※株式会社の場合は資本/資産×１００

1,290,190

②　自己資本比率は改善して
　 　いるか？（対前年度比）

-172,994

２年度
（対前年比）

①　正味財産増減の状況は
　　 どうなっているか？

100

0.1%0.5%

34,267,068

3.2%

R３年度

正味財産増減額

267,532

2.4%

0.0%

R３年度R２年度

総資産

167,737

役員人件費

R３年度

R元年度

役員人件費比率＝役員人件費/人件費×１００

192,728

人件費

1,427,978

流動比率＝流動資産合計/流動負債合計×１００

長期借入金 2,046,210

33,194,403

R２年度

1.1%
R２年度

77.9%

0.0%

184,372

177,186

R２年度

0.0%

68.5%

29,170,722

借入金合計

29,551,998流動負債

短期借入金

2,341,572

24,936,652 23,619,196

R２年度R元年度 R３年度

正味財産

借入金額

4.2%

国や道の依頼により先行取得した土地等の資金を引き
渡しまでの間、金融期間からの借入金で賄っているた
め。

28,763,014

⑤　固定費は抑制されて
　　 いるか？（対前年度比）

固定費比率＝固定費/経常費用×１００

流動資産 （理由）

所管部の所見

31,512,294

（理由）※債務超過の場合は対応も記載すること

恒常的に借入金を受けていないかどう
かの確認。恒常的な借入金はないことが
望ましい。

固定費比率

経常費用

（理由、対応策）

192,431

193,295

79.9%

④　流動比率は改善している
　 　か？（対前年度比）

81.2%

-1.3%
24,610,637

③　借入金に依存していない
　　 か？

30,809,224

R３年度

29,533,228

1,445,581

1,786,635

自己資本比率

236,616

特定されるため未記載

R３年度

（理由、対応策）

0.3%

0.5%

0.0%

効

率

性

74.7%

人件費比率＝人件費/経常費用×１００

○　計画的な経営が行われているか。 【 ）

（借入金を受けている理由）

改善している

横ばい

改善していない

改善している

横ばい

改善していない

抑制されている（横ばいを含む）

増加している

抑制されている（横ばいを含む）

増加している

抑制されている（横ばいを含む）

増加している

はい いいえ その他

増加傾向

横ばい傾向

減少傾向

赤字（3年度が赤字）

借入金を受けていない

依存していない

依存している
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団体名： ]

団体の自立化

名 4 年 4 月 1 日 ～ 5 年 3 月 31 日

 

100

48

付表４

　事業の名称

[ 団体番号：

令和

　開始年度

昭和

【主な変化の状況・要因・その後の対応等】

【廃止又は縮減が困難な理由・その後の対応等】

建設総務諸費（地共済負担金）

昭和

年度

①公社の受託事業量は、国や道等の公共事業費により年度によって変動し、事業量に見合った職員数の確保が難しいことから、設立団体として、公社の適正な運営体制を確保するため。

②平成２８年度から効率的、効果的な執行体制を構築するため、札幌、函館、室蘭及び旭川建設管理部において、用地取得業務の公社への委託を拡大しており、その体制整備を図るため。
③平成２８年度からの北海道新幹線整備事業の用地取得業務、道及び鉄道・運輸機構との協議や調整業務などを行うため。

派遣人数

○　団体の目的や実施事業に対する社会的要請に変化はないか？　また、道の施策推進における役割は明確か？
　　 前年度の点検調書で３つ目の選択肢（｢設立時から劇的な変化があり、役割も不明確である｣）を選択した団体については
　　 その後の対応等についても記載すること

派遣の目的

50

令和

　開始年度

　　○道からの職員の派遣状況はどうか。また、派遣職員は最小限となっているか？
      前年度の点検調書で２つ目の選択肢（｢早期引揚げが可能｣）を選択した団体については、
　　　その後の対応等についても記載すること
　　　 ※道から職員を派遣している団体のみ記載すること

○　道から団体に対する競争性のない契約方法による委託について競争性のある契約方法に変更することができないか？
　　 １０年以上の長期に渡る競争性のない契約による委託がある場合は主な事業の名称等を記載すること
　　 また、前年度の点検調書で１つ目又は２つ目の選択肢（｢すべて委託について競争性のある契約方法に変更が可能｣又は
　　 ｢一部の委託について競争性のある契約方法に変更が可能｣）を選択した団体についてはその後の対応等についても記載すること
　　 ※道からの競争性のない契約による委託がある団体のみ記載すること

地共済負担金は地方職員共済組合法及び同法施行令の規定により、設立
団体である道が公社の常勤職員に係る共済組合費の一部を負担すること
になっているため。

10

公共用地受託事業

道からの派遣開始・終了予定
時期

　【主な１０年以上の長期に渡る委託事業の概要】

年度

【競争性のある契約方法に変更が困難な理由・その後の対応等】

用地取得事業を受託できるのは、公拡法第１７条第２項第２号に定められ
た公社と市町村となっているため。

※公拡法第１７条第２項第２号
国、地方公共団体その他公共的団体の委託に基づき、土地の取得のあっ
せん、調査、測量その他これらに類する業務を行うこと。

【最小限と考える理由・その後の対応等】

・公社は上記派遣目的に沿って、最小限の人員派遣を要請していると認め
られるため。

○　道からの補助金等（補助金、交付金及び負担金）について、さらなる縮減又は廃止をすることができないか？
　　 １０年以上の長期に渡る補助金等がある場合は主な事業の名称等を記載すること
　　 また、前年度の点検調書で１つ目又は２つ目の選択肢（｢廃止が可能｣又は｢縮減が可能｣）を選択した団体については
　　 その後の対応等についても記載すること
　　 ※道から補助金等を受けている団体のみ記載すること

　事業の名称

【派遣状況】

北海道土地開発公社

　【主な１０年以上の長期に渡る補助金等事業の概要】

設立時から変化はなく、役割も明確である。

設立時から劇的な変化があり、役割も不明確である。

設立時から多少の変化があるが、役割は概ね明確である。

廃止が可能

縮減が可能

廃止又は縮減は困難

すべての委託について競争性のある契約方法に変更が可能

一部の委託について競争性のある契約方法に変更が可能

競争性のある契約方法への変更は困難

すでに最小限となっている

早期の引揚げが可能
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公共用地取得の専門機関である公社に道の公共用地取得事業を委託してきており、用地事務が煩雑化・高度化する中、これまで蓄積してきた
公社のノウハウを活用していくこととしている。

○　道からの出えん等については、その目的に沿って活用されているか？
　　 前年度の点検調書で３つ目の選択肢（｢出えん等の目的に沿わない活用をしている｣）を選択した団体については
　　 その後の対応等についても記載すること
　　 ※道から出えん等を受けている公益法人等のみ記載すること

　　○道の施策推進などのために団体との意見交換や情報共有等を行っているか？

　○道からの補助金等、競争性のない契約方法による委託料、派遣職員数、出資・出えん金等が増加した場合又は増加する
　　 予定がある場合にはその内容を記載すること

○　道からの出資、出えん等の必要性が薄れている団体について、その出資・出えん等を売却又は返戻をすることができないか？
　　 前年度の点検調書で１つ目又は２つ目の選択肢（｢売却又は返戻が可能｣又は｢一部について売却又は返戻が可能｣）を選択
　　 した場合はその後の対応等についても記載すること

【売却又は返戻が困難な理由・その後の対応等】

23 日

　○前年度の点検及び現地調査において指導事項がある場合にはその改善状況を記載すること

　○本点検調書の作成に当たり団体へのヒアリングを実施した場合はその方法と実施年月日を記載すること

ヒアリングの実施年月日

ヒアリングの方法 メール又は電話等によりヒアリングを実施した。

4 6令和 年 月

【指導事項】 【改善状況】

【意見交換等を行っている場合はその主な内容】

道と公社で構成する「北海道土地開発公社の事業運営等検討会議」で事業
運営の健全化及び長期保有地の処分等の促進を図るため、意見交換を行
い、さらに作業部会を設置し意見の取りまとめを行っている。

【継続が必要な理由・その後の対応等】

公社は公拡法第13条に基づき、道が出資する団体であるため。

※公拡法第１３条
　 地方公共団体でなければ、土地開発公社に出資することができない。

○　今後も道からの出資・出えん等を継続する意義や必要性はあるか？
　　 前年度の点検調書で３つ目の選択肢（｢道からの出資・出えん等の必要性は薄れている｣）を選択した団体については
　　 その後の対応等についても記載すること
　　 ※道から出資・出えん等を受けている団体のみ記載すること

【出えん等の目的に沿わない活用をしている理由と返戻の方向性・その後
の対応等】

道からの出資・出えん等の継続が必要

道からの出資・出えん等の意義は減少したが、一定程

度の出資・ 出えん等の継続は必要

道からの出資・出えん等の必要性は薄れている

出えん等の目的に沿って活用している

一部については出えん等の目的に沿わない活用も見ら

れるが概ね出えん等の目的に沿って活用している

出えん等の目的に沿わない活用をしている

売却又は返戻が可能

一部について売却又は返戻が可能

売却又は返戻は困難

定期的又は随時に意見交換等を行っている

必要な場合は意見交換等を行っている

意見交換等は特に行っていない
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